
調理師法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。
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宮崎県規則第38号

調理師法施行細則の一部を改正する規則

調理師法施行細則（昭和35年宮崎県規則第７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。
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目 次

規規 則則

改正後改正前

（調理師試験の申請)

第１条 調理師法（以下「法」という。）第３条の２第１項に規定

する調理師試験（以下「調理師試験」という。）を受けようとす

る者は、調理師試験受験願書（別記様式第１号）に、次に掲げる

書類を添えて、知事に提出しなければならない。

（１） 学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条又は法附則第３

項に規定する者であることを証する書類

（２） ［略］

（３） 写真（最近６月以内に撮影した正面脱帽上半身像で、縦 4

．5センチメートル、横 3.5センチメートルのものであって、裏

面に氏名を自書したもの。）

（合格証書）

第２条 知事は、調理師試験に合格した者に対して、調理師試験合

格証書（別記様式第３号）を交付する。

（調理師名簿等の様式）

第６条 次の各号に掲げる名簿又は申請書の様式は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

（１） ［略］

（２） 調理師法施行令（以下「政令」という。）第11条第２項及

び第13条第２項の申請書 別記様式第５号

（３） 政令第12条に規定する申請書 別記様式第６号

（調理師試験の申請）

第１条 調理師法（以下「法」という。）第３条の２第１項に規定

する調理師試験（以下「調理師試験」という。）を受けようとす

る者は、受験願書（別記様式第１号）に、次に掲げる書類を添え

て、知事に提出しなければならない。

（１） 履歴書

（２） 学校教育法（昭和22年法律第26号）第47条又は法附則第３

項に規定する者であることを証する書類

（３） ［略］

（４） 写真（最近３月以内に撮影した正面脱帽上半身像で、縦 3

．5センチメートル、横 2．6センチメートルのものであって、裏

面に撮影年月日及び氏名を自書したもの。）

（合格証書）

第２条 知事は、調理師試験に合格した者に対して、合格証書（別

記様式第３号）を交付する。

（調理師名簿等の様式）

第６条 次の各号に掲げる名簿又は申請書の様式は、それぞれ当該

各号に定めるところによる。

（１） ［略］

（２） 調理師法施行令（以下「政令」という。）第11条第２項の

申請書 別記様式第５号

（３） 政令第12条第１項又は第２項の申請書 別記様式第６号

（４） 政令第13条第２項の申請書 別記様式第７号
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別記様式第１号及び別記様式第２号を次のように改める。

平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 2害

（４） 政令第14条第２項の申請書 別記様式第７号（５） 政令第14条第２項の申請書 別記様式第８号
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害 3害
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別記様式第５号及び別記様式第６号を次のように改める。

平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 5害



宮 崎 県 公 報平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 6害



宮 崎 県 公 報
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害 7害



宮 崎 県 公 報平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号
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宮 崎 県 公 報平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 8害

別記様式第８号を削る。

附 則

この規則は、平成23年10月１日から施行する。

製菓衛生師法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県規則第39号

製菓衛生師法施行細則の一部を改正する規則

製菓衛生師法施行細則（昭和42年宮崎県規則第34号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

別記様式第１号及び別記様式第２号を次のように改める。

改正後改正前

（試験の公告）

第２条 知事は、法第４条に規定する製菓衛生師試験（以下「試験

」という。）を行なう場合は、試験の期日、場所その他試験の実

施に関して必要な事項を公告する。

（受験の手続）

第３条 前条に規定する試験を受けようとする者は、受験願書（別

記様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて知事に提出しなけれ

ばならない。

（１） 履歴書

（２） 学校教育法（昭和22年法律第26号）第47条に規定する資格

のあることを証する書類

（３） 厚生労働大臣の指定する製菓衛生師養成施設において１年

以上製菓衛生師として必要な知識及び技能を修得したことを証

する書類又は菓子製造業従事証明書（別記様式第２号）

（４） ［略］

（試験の無効等）

第４条 知事は、受験者が試験に関して不正の行為を行なったとき

は、その者の試験を停止し、又はその者の試験を無効とすること

がある。

（合格証書の交付）

第５条 知事は、試験に合格した者に対して、合格証書（別記様式

第３号）を交付する。

（試験の公告）

第２条 知事は、法第４条に規定する製菓衛生師試験（以下「試験

」という。）を行う場合は、試験の期日、場所その他試験の実施

に関して必要な事項を公告する。

（受験の手続）

第３条 試験を受けようとする者は、製菓衛生師試験受験願書（別

記様式第１号）に、次に掲げる書類を添えて知事に提出しなけれ

ばならない。

（１） 学校教育法（昭和22年法律第26号）第57条に規定する資格

のあることを証する書類

（２） 厚生労働大臣の指定する製菓衛生師養成施設において１年

以上製菓衛生師として必要な知識及び技能を修得したことを証

する書類又は菓子製造業務従事証明書（別記様式第２号）

（３） ［略］

（試験の無効等）

第４条 知事は、受験者が試験に関して不正の行為を行ったときは

、その者の試験を停止し、又はその者の試験を無効とすることが

ある。

（合格証書の交付）

第５条 知事は、試験に合格した者に対して、製菓衛生師試験合格

証書（別記様式第３号）を交付する。
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附 則

この規則は、平成23年10月１日から施行する。

清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱の一部を改正する告示をここに公表する。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

宮崎県告示第 802号

清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱の一部を改正する告示

清掃業務等の委託契約に係る競争入札の参加資格等に関する要綱（昭和54年宮崎県告示第41号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

告告 示示

改正後改正前

（審査の申請）

第３条 前条の規定による登録（以下「登録」という。）を受けよ

うとする者は、清掃業務等の委託契約に係る競争入札参加資格審

査申請書（別記様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、知事に

提出しなければならない。

（１）・（２） ［略］

（３） 清掃業務及びねずみ昆虫等防除業務の登録にあっては、建

築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第

20号。以下「建築物衛生法」という。）第12条の２第１項の登

録を受けていることを証する書面

（４） 警備保障業務の登録にあっては、警備業法（昭和47年法律

第 117号）に基づく認定等を受けていることを証する書面

（５） 職員宿舎管理業務の登録にあっては、申請者の宮崎県内の

本店、支店又は営業所に従事する職員が建築士法（昭和25年法

律第 202号）に規定する１級若しくは２級建築士であること又

は建設業法施行令（昭和31年政令第 273号）第27条の３に規定

する建築施工管理の技術検定に合格したことを証する書面

（６）～（８） ［略］

（９） 営業上の登録等一覧表（別記様式第３号）及びそれを証す

る書面

（10）～（15） ［略］

（16） 有資格職員名簿（別記様式第８号）及びそれを証する書面

（17）～（22） ［略］

２ ［略］

（登録及び競争入札参加資格審査の実施）

第４条 知事は、前条第１項の申請書の提出があったときは、当該

申請書の審査を行い、次の各号のいずれかに該当すると認められ

る者を除き、名簿に登録するものとする。

（１） ［略］

（２） 前条第１項第３号の建築物衛生法に基づく登録又は同項第

４号の認定等を受けていない者

（３） 前条第１項第５号の資格を有する職員がいない者

（審査の申請）

第３条 前条の規定による登録（以下「登録」という。）を受けよ

うとする者は、清掃業務等の委託契約に係る競争入札参加資格審

査申請書（別記様式第２号）に次に掲げる書類を添えて、知事に

提出しなければならない。

（１）・（２） ［略］

（３） 清掃業務及びねずみ昆虫等防除業務の登録にあっては、建

築物における衛生的環境の確保に関する法律（昭和45年法律第

20号。以下「建築物衛生法」という。）第12条の２第１項の登

録を受けていることを証する書面の写し

（４） 警備保障業務の登録にあっては、警備業法（昭和47年法律

第 117号）に基づく認定等（同法第４条の認定、同法第９条に

規定する営業所の届出等（該当する場合に限る。）及び同法第

40条に規定する機械警備業務の届出（該当する場合に限る。）

をいう。以下同じ。）を受けていることを証する書面の写し

（５） 職員宿舎管理業務の登録にあっては、申請者の宮崎県内の

本店、支店又は営業所（常時清掃業務等の契約を締結する事務

所をいう。以下同じ。）に従事する職員が建築士法（昭和25年

法律第 202号）に規定する１級若しくは２級建築士であること

又は建設業法施行令（昭和31年政令第 273号）第27条の３に規

定する建築施工管理の技術検定に合格したことを証する書面の

写し

（６）～（８） ［略］

（９） 営業上の登録等一覧表（別記様式第３号）及びそれを証す

る書面の写し（第３号から第５号までに掲げるものを除く。）

（10）～（15） ［略］

（16） 有資格職員名簿（別記様式第８号）及びそれを証する書面

の写し

（17）～（22） ［略］

２ ［略］

（登録及び競争入札参加資格審査の実施）

第４条 知事は、前条第１項の申請書の提出があったときは、当該

申請書の審査を行い、次の各号のいずれかに該当すると認められ

る者を除き、名簿に登録するものとする。

（１） ［略］

（２） 前条第１項第３号に規定する建築物衛生法に基づく登録若

しくは同項第４号に規定する認定等を受けていない者又は同項

第５号に規定する資格を有する職員がいない者

（３） 役員等（個人である場合はその者を、法人である場合はそ

の役員又はその支店若しくは営業所を代表する者をいう。以下

同じ。）が暴力団関係者（宮崎県暴力団排除条例（平成23年宮



宮 崎 県 公 報

別表第２を次のように改める。

平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 12害

（４）～（７） ［略］

（８） 第７条第１項の規定により登録を取り消された者で、その

取消しの日から２年を経過していない者

（９） ［略］

２～４ ［略］

（変更等の届出）

第６条 登録業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞

なく変更等届出書（別記様式第12号）によりその旨を知事に届け

出なければならない。

（１） 住所又は氏名（法人にあっては、商号若しくは名称又は代

表者の氏名）に変更があったとき。

（２） ［略］

（３） 地方自治法施行令第 167条の４第１項又は第２項各号のい

ずれかに該当することとなったとき。

（４） 第３条第１項第３号の建築物衛生法に基づく登録又は同項

第４号の認定等が取り消され、又は失効したとき。

（登録の取消し）

第７条 知事は、登録業者が次の各号のいずれかに該当するときは

、その登録を取り消すものとする。

（１） 地方自治法施行令第 167条の４第１項又は第２項各号のい

ずれかに該当することとなったとき。

（２） ［略］

（３） 経営状況が著しく不良となり、又は第３条第１項第３号の

建築物衛生法に基づく登録若しくは同項第４号の認定等が取り

消され、若しくは失効し、競争入札に参加させることが不適当

と認められたとき。

２ ［略］

（随意契約の相手方の制限）

第11条 契約担当者は、指名停止を受けた登録業者が当該指名停止

を受けている間は、当該登録業者を随意契約の相手方としてはな

らない。

崎県条例第18号）第２条第４号に規定する暴力団関係者をいう

。以下同じ。）であると認められる者又は暴力団関係者が経営

に実質的に関与していると認められる者

（４）～（７） ［略］

（８） 第７条第１項第１号若しくは第４号の規定により登録を取

り消された者で、その取消しの日から１年を経過していない者

又は同項第２号若しくは第３号の規定により登録を取り消され

た者で、その取消しの日から２年を経過していない者

（９） ［略］

２～４ ［略］

（変更等の届出）

第６条 登録業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、遅滞

なく変更等届出書（別記様式第12号）に変更事項を証する書面の

写し（変更があった場合に限る。）を添えて知事に届け出なけれ

ばならない。

（１） 住所、商号若しくは名称又は代表者の職氏名に変更があっ

たとき。

（２） ［略］

（３） 第３条第１項第３号に規定する建築物衛生法に基づく登録

又は同項第４号に規定する認定等に変更があったとき。

（４） 第３条第１項第５号に規定する資格を有する職員に変更が

あったとき。

（登録の取消し）

第７条 知事は、登録業者が次の各号のいずれかに該当するときは

、その登録を取り消すものとする。

（１） 登録の有効期間中に第４条第１項第１号又は第２号のいず

れかに該当することとなったとき。

（２） 登録の有効期間中に第４条第１項第３号に該当することと

なったとき。

（３） ［略］

（４） 経営状況が著しく不良となり、競争入札に参加させること

が不適当と認められたとき。

２ ［略］

（随意契約の相手方の制限）

第11条 契約担当者は、指名停止を受けた登録業者が当該指名停止

を受けている間は、当該登録業者を随意契約の相手方としてはな

らない。ただし、災害等の緊急を要する場合又は取引の相手方が

特定され、かつ、他の者に代え難い場合等特にやむを得ない理由

があるときは、この限りでない。
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附 則

この告示は、平成23年10月１日から施行する。

宮崎県告示第 803号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市大字伊比井字元越

538－１

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐は、択伐による。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び南那珂農林振興局並びに日南市役所に備え置い

て縦覧に供する。）

宮崎県告示第 804号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市大字酒谷字向田乙

813－２、乙 813－３、乙 857

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字向田乙 813－２・乙 813－３・乙 857（以上３筆につい

て、次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 805号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市大字風田字山下上

2822、2823、2827－１、2827－２、2828－１、2828－２、字上ノ

久保2861

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字山下上2822・2823・2827－１・2827－２・2828－１・28

28－２（以上６筆について、次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 806号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市大字冨土字日向八

重3138－イ、3138－ロ、3138－ハ号、3141－イ、3141－ロ、3141

－ハ号、3142

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字日向八重3138－イ・3138－ロ・3138－ハ号・3141－イ・

3142（以上５筆について、次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 807号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市北郷町北河内字元

狩倉3007－１、3007－５から3007－７まで、3007－９、3007－10



宮 崎 県 公 報
２ 指定の目的 水源のかん養

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び南那珂農林振興局並びに日南市役所に備え置い

て縦覧に供する。）

宮崎県告示第 808号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 日南市南郷町贄波字丑牧

3219

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

字丑牧3219（次の図に示す部分に限る。）

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 809号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第１項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 串間市大字市木字古戸73

68－１（次の図に示す部分に限る。）

２ 指定の目的 土砂の流出の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に串間市役所に備え置いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 810号

森林法（昭和26年法律第 249号）第25条の２第２項の規定により

、次のとおり民有林の保安林の指定をする予定である。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 民有林の保安林予定森林の所在場所 えびの市大字内竪字松尾

863－７、 863－８、 863－13

２ 指定の目的 干害の防備

３ 指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 主伐に係る伐採種は、定めない。

イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種

次のとおりとする。

（「次のとおり」は、省略し、その関係書類を宮崎県環境森林

部自然環境課及び西諸県農林振興局並びにえびの市役所に備え置

いて縦覧に供する。）

宮崎県告示第 811号

森林法（昭和26年法律第 249号）第33条の３において準用する同

法29条の規定により、農林水産大臣から、次のとおり保安林の指定

施業要件を変更する予定である旨の通知があった。

平成23年９月29日

宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 指定施業要件の変更に係る保安林の所在場所 日南市（国有林

。次の図に示す部分に限る。）

２ 保安林として指定された目的 水源のかん養

３ 変更後の指定施業要件

茨 立木の伐採の方法

ア 次の森林については、主伐は択伐による。

イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所

在する市町村に係る市町村森林整備計画で定める標準伐期齢

以上のものとする。

エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

芋 立木の伐採の限度

次のとおりとする。

（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関

係書類を宮崎県環境森林部自然環境課及び南那珂農林振興局並び

に日南市役所に備え置いて縦覧に供する。）

落札者等の公告

一般競争入札により落札者を決定したので、次のとおり公示する

。

平成23年９月29日

平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 20害

公公 告告



宮 崎 県 公 報
宮崎県知事 河 野 俊 嗣

１ 落札に係る物品等の名称及び数量

地方税電子申告システム関係機器等一式

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県総務部税務課管理・電算担当 宮崎市橘通東２丁目10番

１号

３ 落札者を決定した日

平成23年８月29日

４ 落札者の氏名及び住所

ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社

福岡市博多区御供所町１番１号

５ 落札金額

22，434，300円

６ 一般競争入札の公告を行った日

平成23年７月14日

落札者等の公告

随意契約の相手方を決定したので、次のとおり公示する。

平成23年９月29日

宮崎県教育研修センター所長 有 枝 定 幸

１ 随意契約に係る特定役務の名称及び数量

宮崎県教育情報通信ネットワークシステム構築及び運用業務

一式

２ 契約に関する事務を担当する部局等の名称及び所在地

宮崎県教育研修センター 宮崎市阿波岐原町前浜4276番地 729

３ 随意契約の相手方を決定した日

平成23年８月23日

４ 随意契約の相手方の氏名及び住所

茨 株式会社宮崎県ソフトウェアセンター 宮崎県宮崎市佐土原

町東上那珂字長谷水 16500番地２

芋 ＮＴＴファイナンス株式会社南九州支店 熊本県熊本市花畑

町４番１号太陽生命熊本第２ビル７Ｆ

５ 随意契約に係る契約金額

128，992，500円

６ 随意契約によった理由

地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める

政令（平成７年第 372号）第10条第１項第１号の規定による。

宮崎県公安委員会公告第18号

警備業法（昭和47年法律第 117号。以下「法」という。）第22条

第２項に規定する警備員指導教育責任者講習を次のとおり実施する

。

平成23年９月29日

宮崎県公安委員会委員長 佐 藤 勇 夫

１ 講習の種類、警備業務の区分、実施日及び定員

２ 講習の対象者

講習の対象者は、受講申込みする当該警備業務区分以外の区分

の資格者証又は講習修了証明書を有する者で、かつ、受講申込み

を行う日において、次のいずれかに該当する者とする。

茨 最近５年間に当該警備業務の区分に係る警備業務に従事した

期間が通算して３年以上である者

芋 検定規則第４条に規定する１級の検定（当該警備業務の区分

に係るものに限る。）に係る合格証明書の交付を受けている者

鰯 検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の区分

に係るものに限る。）に係る合格証明書の交付を受けている警

備員であって、当該検定に合格した後、継続して１年以上当該

警備業務に従事している者

允 旧検定規則第１条第２項に規定する１級の検定（当該警備業

務の区分に係るものに限る。）に合格した者

印 旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警備業

務の区分に係るものに限る。）に合格した警備員であって、当

該検定に合格した後、継続して１年以上当該警備業務に従事し

ている者

３ 講習の場所

宮崎市学園木花台西２丁目４番地３

宮崎県技能検定センター（旧名称宮崎地域職業訓練センター）

電話0985－58－1570

４ 受講申込書の提出方法等

茨 提出先

受講申込者の住所地を管轄する警察署とする。ただし、受講

申込者が警備員である場合は、その属する営業所の所在地を管

轄する警察署でも良いこととする。

芋 提出日時

鰯 提出方法

提出は、申込者本人によることを原則とするが、申込者が警

備員であって、その属する営業所の従業員に委任状を託しての

代理申込みについては認める。郵送による申込みは認めない。

允 提出書類等

ア 受講申込書（受講申込者の写真（申請前６月以内に撮影し

た縦 3．0センチメートル、横 2．4センチメートルの大きさの

正面、無帽、上三分身像、無背景のもの）を貼り付けたもの

）

イ 資格者証又は講習修了証明書の写し（追加取得講習受講者

に限る。）

ウ ２に掲げる要件に該当することを証明する次の書面

契 ２の茨に該当する者

当該警備業務の区分に係る警備業務従事証明書及び履歴

書

形 ２の芋に該当する者

検定規則第４条に規定する１級の検定（当該警備業務の

区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の写し

径 ２の鰯に該当する者

検定規則第４条に規定する２級の検定（当該警備業務の

区分に係るものに限る。）に係る合格証明書の写し及び警

備業務従事証明書

恵 ２の允に該当する者

旧検定規則第１条第２項に規定する１級の検定（当該警

備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証の写し

平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 21害

教育委員会公教育委員会公告告

公安委員会公公安委員会公告告

定員講 習 の 実 施 日警備業務区分種 類

15名平成23年12月１日昭から同月２

日晶まで

４号警備業務追加取

得講習

講 習 の 実 施 日警備業務区分

平成23年10月17日捷から同月26日昌まで（土、

日曜を除く。）の午前９時から午後５時まで。

４号警備業務



宮 崎 県 公 報
慶 ２の印に該当する者

旧検定規則第１条第２項に規定する２級の検定（当該警

備業務の区分に係るものに限る。）に係る合格証の写し及

び警備業務従事証明書

５ 手数料

受講申込時、次表の手数料に相当する額の宮崎県証紙により納

入すること。

納入された手数料は、受講辞退その他いかなる場合にも返還し

ない。

６ その他

茨 受講申込みの受付が終了後、その旨、社団法人宮崎県警備業

協会（電話代表0985－28－0518）に連絡すること。

芋 この講習の実施に際して収集する個人情報は、この講習に関

する目的以外には使用しない。

鰯 本件に関する問い合わせは、宮崎県警察本部生活安全部生活

安全企画課警備業係（電話代表0985－31－0110）に行うこと。

平成22年11月22日付け県公報（第2237号）中

平成23年６月16日付け県公報（号外第53号）中

平成23年９月１日付け県公報（第2316号）中

平成 23年 ９ 月 29日（木曜日） 第 2324号

害 22害

手数料警備業務区分講習別

10，000円４号警備業務追加取得講習

正正 誤誤

正誤行段ページ

須木鳥田町須木大字鳥田町17右１

正誤行段ページ

須木内山須木大字内山36左５

正誤行段ページ

須木中原須木大字中原32右４
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